
第 18 回教育委員会 

 
  令和３年 10 月 26 日 

午 後 ３ 時 3 0 分 

本庁舎第 11 共通会議室 

                           

案 件 

  議案第98号 児童等がその生命等に著しく重大な被害を受けた事案に関する

第三者委員会委員の委嘱及び解嘱について 
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議案第98号 

児童等がその生命等に著しく重大な被害を受けた事案に関する 

第三者委員会委員の委嘱及び解嘱について 

以下のとおり、「児童等がその生命等に著しく重大な被害を受けた事案に関す

る第三者委員会」委員の委嘱及び解嘱を行う。 

１ 委嘱について 

(1) 委嘱理由

いじめ防止対策推進法第28条第１項の重大事態に該当する事案の調査審

議を円滑に実施していくため、心理に関する有識者を増員する必要がある。 

(2) 委嘱する者

臨床心理士 阿部
あ べ

彩
あや

 

(3) 委嘱期間

令和３年 11 月１日から令和５年 10 月 31 日まで

２ 解嘱について 

(1) 解嘱理由

本人より退任の申し出があったため

(2) 解嘱する者

臨床心理士 川原
かわはら

稔
とし

久
ひさ

 委員 

(3) 解嘱日

令和３年 10 月 31 日
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児童等がその生命等に著しく重大な被害を受けた事案に関する第三者委員会委員名簿 

太字は委嘱 

下線は解嘱 

区 分 氏 名 職 業 位置付け 

常設 阿部 彩 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 安藤 麻紀 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 石塚 謙二 桃山学院教育大学教授 学識経験者（教育専門家） 

常設 市原 滋比古 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 伊藤 俊樹 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 井上 寿美 大阪大谷大学教授 学識経験者（教育専門家） 

常設 川上 範夫 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 川原 稔久 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 岸本 由起子 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 笹倉 千佳弘 滋賀短期大学教授 学識経験者（教育専門家） 

常設 澤村 律子 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 清水 周 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 曽我 智史 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 野澤 健 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 藤木 邦顕 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 古川 知子 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

常設 宮光 宗司 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 柳本 千恵 弁護士 学識経験者（弁護士） 

常設 山下 晃一 神戸大学准教授 学識経験者（教育専門家） 

部会審議のみ 清田 美夏 弁護士 学識経験者（弁護士） 

部会審議のみ 吉田 圭吾 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

部会審議のみ 伊藤 美奈子 奈良女子大学教授 学識経験者（教育専門家） 

部会審議のみ 徳田 仁子 臨床心理士 学識経験者（臨床心理士） 

部会審議のみ 山下 仰 精神科医師 学識経験者（精神科医師） 

3



参 照 

いじめ防止対策推進法（抄） 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第28条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事

態（以下「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態

の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する

学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事

態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

(1) いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な

被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

(2) いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席するこ

とを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

２－３ 省 略 

執行機関の附属機関に関する条例（抄） 

（設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めがある

ものを除くほか、次のとおり本市に執行機関の附属機関を置く。

附属機関の属

する執行機関
附属機関 担任事務

省 略 省 略 省 略

市長及び教育

委員会 

児童等がその

生命等に著し

く重大な被害

を受けた事案

に関する第三

者委員会 

児童、生徒又は幼児がその生命又

は心身に著しく重大な被害を受け

た事案に関する事項の調査審議並

びに市長及び教育委員会に対する

意見の具申に関する事務（他の所

管に属するものを除く。） 
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児童等がその生命等に著しく重大な被害を受けた事案に関する 

第三者委員会規則（抄） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和28年大阪市条例

第35号）第２条第２項の規定に基づき、児童等がその生命等に著しく重大な

被害を受けた事案に関する第三者委員会（以下「委員会」という。）の組織

及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(組織) 

第２条 省 略 

２ 委員は、学識経験者その他市長及び教育委員会が協議して定める執行機関

が適当と認める者のうちから、当該執行機関が委嘱する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 省 略 
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